
１　調査目的

２　調査対象 ・対象機関数　２０２課・公所 ・対象車両数　１，６００台

３　調査基準年月日　 平成３１年２月１日

４　調査結果の概要
①

②

③

５　調査結果資料

①公用車内の受動喫煙対策の対応別構成比［機関］

②部局別対応別集計表

③対応別公用車台数

48.9 799 50.9 0 0.0 3

県公用車における受動喫煙防止対策調査（第１０回）

　県公用車内における受動喫煙対策の状況について，課・所としての方針の有無等の実態を把握し，
公用車内における適切な受動喫煙対策の推進を図るもの。

公用車内における受動喫煙対策について，保有する公用車の全てを「全面禁煙」としている機関
数は，200機関(99.0％)であり，前回調査の197機関(99.0%)から割合は変わらなかった。
公用車の台数で見ると，1,595台(99.7％)の公用車で全面禁煙となり，前回調査の1,568台
(99.8％)より0.1ポイント減少した。

平成26年度から｢保有車両の一部のみ禁煙」としている機関はなくなっている。

｢特に対応は決めていない(個々に判断)｣としている機関は2機関(1.0％）であり，前回調査の1機
関(0.5％)より0.5ポイント増加した。

部　局　名 機関数
①全面禁煙

②一部禁
煙

③全て
喫煙
可能

④特に対
応は決め
ていない

構成比(%)
(1)所属の
方針有

(2)所属の
方針無

①-
(1)

①-
(2)

② ③ ④

0.0 9.9総務部 20 10 8

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0震災復興・企画部 3 3

2 50.0 40.0 0.0

37.5 62.5 0.0 0.0 0.0環境生活部 16 6 10

50.0 50.0 0.0 0.0 0.0保健福祉部 28 14 14

48.0 52.0 0.0 0.0 0.0経済商工観光部 25 12 13

80.8 19.2 0.0 0.0 0.0農林水産部 26 21 5

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0土木部 27 27

0.0 100.0 0.0 0.0 0.0監査委員事務局 1 1

0.0 100.0 0.0 0.0 0.0議会事務局 1 1

57.1 42.9 0.0 0.0 0.0教育庁 49 28 21

50.0 50.0 0.0 0.0 0.0企業局 4 2 2

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0出納局 1 1

0.0 100.0 0.0 0.0 0.0警察本部 1 1

2 61.4 37.6 0.0 0.0 1.0合　　計 202 124 76 0 0

1 60.3 39.2 0.0 0.0 0.5平成２９年度 199 120 78 0 0

構成比(%) 台数 構成比(%) 台数 構成比(%)

平成２６年度 1,567 1,184 75.5 368

合計
台数

Ａ　全　面　禁　煙
Ｂ　全て喫煙可能 左記Ａ，Ｂ以外

（１）方針有 (２）方針無

台数 構成比(%) 台数

23.5 0 0.0 15 1.0

平成２７年度 1,553 1,213 78.0 324 20.9 0 0.0 16 1.0

1.0

平成３０年度 1,600 797 49.8 798 49.9 0 0.0 5 0.3

平成２８年度 1,547 760 49.1 771 49.8 0 0.0 16

0.2平成２９年度 1,571 769
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